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１．経営成績 
 
(１) 経営成績に関する分析 

わが国の経済は、発足後約 1 年半が経過した第 2 次安倍内閣の掲げる経済政策 ｢アベノミクス」の

推進により、デフレと円高の是正を企図した大胆な金融政策と機動的な財政出動を背景に企業収益の

改善が見られるなど、景気は穏やかに回復しつつあります。 

医薬品業界におきましては、平成 25年 4月に厚生労働省から「後発医薬品のさらなる使用促進のた

めのロードマップ」が公表され、ジェネリック医薬品の数量シェアを平成 30 年 3 月までに 60％以上

とする目標とその実現に向けた取り組みが示されたことによって、ジェネリック医薬品市場は今後も

数量ベースでは拡大していくことが予想されます。その一方で、本年 4 月の薬価基準の改定は初収載

薬価の引き下げや価格帯集約など、これまでの改定に比べて厳しい内容になっており、各製薬メーカ

ーには今後一層の効率化、経営努力が求められることになります。 

このような環境下で、当社グループは、｢信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献するべく、

新薬メーカーとして培ってきた「安心と安全」への取り組みをベースとして、ジェネリック医薬品の

高品質維持と安定供給確保、並びに、生産性及び効率性の向上への取り組みを、より一層推し進めて

まいりました。 

その一環として、本年 3 月には子会社日本薬品工業株式会社つくば工場において全面免震構造の新

製造棟が竣工し、実生産開始に向けて順調に準備を進めております。また、昨年 7 月には物流センタ

ーを免震構造倉庫に移転するなど、医薬品の安定供給体制を確立してまいりました。 

これらの活動に加えて、当期におきましては、資本効率と株主還元の向上を図るべく、自己株式の

取得を実施いたしました。 

 

①【医薬品事業】 

(イ)医療用医薬品 

当社グループは、ジェネリック医薬品とアルカリ化療法剤「ウラリット-U 配合散・配合錠」の

普及を医薬品事業における 2本の柱としております。 

ジェネリック医薬品につきましては、当連結会計年度は 14 成分 24 品目の新規上市を行い、兼業

メーカー（ジェネリック医薬品を扱う新薬メーカー）としてトップクラスの品揃えを擁しておりま

す。更に、ジェネリック医薬品の需要拡大やそれに伴う情報提供活動に十分対応できるよう、体制

強化に取り組むとともに、流通卸・保険薬局チェーンとの更なる連携強化を進め、安定供給体制の

拡充を図ってまいりました。 

もう一方の柱であるウラリットにつきましては、高尿酸血症領域の活性化を図るとともに酸性尿

改善の意義についての普及活動を継続しております。 

その結果、ジェネリック医薬品の売上高は前連結会計年度比 3.3％の増収となりましたが、ウラ

リットをはじめとする主力 3品の売上高は 10.1％の減収となり、医療用医薬品全体では 1.0％の増

収となりました。 

なお、医療用医薬品の売上高(連結)比率を薬効別にみますと、循環器官用及び呼吸器官用薬

30.4％、ウラリット等の代謝性医薬品19.3％、消化器官用薬18.5％、神経系及び感覚器官用薬12.9％、

病原生物用薬 7.6％、腫瘍用薬 2.0％、その他の医薬品 9.3％となっています。 

次に研究開発ですが、ジェネリック医薬品の研究開発では、開発の迅速化・効率化を図るべく、

自社開発体制を強化するとともに、当社子会社の日本薬品工業株式会社並びにその他ジェネリック

医薬品専業メーカーとの共同開発にも積極的に取り組み、品揃えの強化を図っております。 

新薬の研究開発では、探索研究に重点を置き、その成果を早期段階で導出することで、開発上の

リスクを軽減しつつ効率的に開発を進めており、｢NC-2400」(PPARδアゴニスト：脂質代謝改善薬）

を欧州の開発ベンチャー企業であるセレニス社に導出済みです。 

また、当連結会計年度におきましては、当社の 3つのミッションの 1つである高尿酸血症の治療

薬として開発を進めている｢NC-2500」(キサンチンオキシドリダクターゼ阻害薬：尿酸降下薬）の

フェーズⅠ試験を終了し、安全性を確認いたしました。しかし、データ解析の結果から、製剤を改

良した方が今後開発を進める上でより良い結果が得られると判断し、この改良製剤でのフェーズⅠ

試験を実施する予定です。 

海外展開に関しましては、韓国での鎮痛・消炎剤「ソレトン錠｣、高血圧症治療剤「カルバン錠」

の販売が引き続き堅調に推移しております。また、近年開始したタイへの「ウラリット配合錠」の

輸出に続き、今期はアジア 3 か国に現地パートナーを通じて当社医薬品 3 品目を申請致しました。 
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(ロ)臨床検査薬 

自社開発のアレルギー検査薬「オリトン IgE『ケミファ』」及びヘモグロビン A1c 検査薬（糖尿

病検査）の新規ユーザー獲得によるシェア拡大に注力してまいりましたが、アレルギー検査薬にお

いては、花粉飛散量の増加時期において昨年度より飛散量が減少したため、売上減少となりました。

また、競争の激化により、臨床検査薬全体の売上高は前連結会計年度を下回りました。 

 

以上の結果、医薬品事業全体の売上高は、「ドネペジル塩酸塩錠『ケミファ』」、「ラベプラゾールナ

トリウム錠『ケミファ』」の伸長があったものの、導出売上の減収などにより 30,773 百万円（前年同

期比 0.3％減）となりました。加えて、売上原価、販売費及び一般管理費が増加したため、営業利益

は 3,290 百万円（前期比 16.7％減）となりました。 

 

②【その他】 

受託試験事業、ヘルスケア事業及び不動産賃貸事業である「その他」の事業では、市場競争の激化

にもかかわらず、売上高は 1,119 百万円（前期比 3.7％増）となり、また営業利益は経費の効率化な

どにより、37 百万円（前期は営業損失 73 百万円）となりました。 

 

以上の結果、各セグメントを通算した業績は当連結会計年度の連結売上高が 31,893 百万円（前期比

0.2％減）、連結営業利益が 3,327 百万円（前期比 14.1％減）、連結経常利益が 3,206 百万円（前期比

13.7％減）、当期純利益が 1,887 百万円（前期比 11.2％減）となりました｡ 

 

 

 

セグメント実績 (単位：百万円) 

セグメントの名称 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 

売 上 高 営 業 利 益 

金 額 
対前期 
増減額 

増減率 金 額 
対前期 
増減額 

増減率 

医 薬 品 事 業 30,773 △ 91 △ 0.3 3,290 △ 657 △ 16.7

そ の 他 1,119 40 3.7 37  111 － 

(注) 売上高はセグメント間の内部売上高を相殺しております。 
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(次事業年度の見通し) 
 

厚生労働省が掲げるジェネリック医薬品数量シェア目標値への置き替えが進んでいない長期収載品

（特許が切れた先発医薬品）の薬価の特例的引き下げが実施されることに加えて、ジェネリック医薬品

については、前述のとおり､「後発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」に沿って市場は数

量ベースでは引き続き拡大するものの薬価算定方式の変更があり、製薬業界の経営環境は厳しさを増す

ものと思われます。 

このような事業環境において、当社グループでは、引き続き当社グループの 3つのミッションと位置

付ける、ⅰ)ジェネリック医薬品市場におけるプレゼンスの確立、ⅱ)ウラリットを核として高尿酸血症

領域でのフロントランナーを目指すこと、ⅲ)自社開発創薬による業容拡大への更なる取り組み強化を図

っております。 

優先経営課題として位置付けるジェネリック医薬品事業において、兼業メーカー有数の品揃えと売

上を有する当社グループのアドバンテージを維持し、今後の市場競争に対応するためには、引き続き開

発、製造、販売にわたるサプライチェーン全体を強化し、高品質でかつコスト効率の高い製品を提供す

ることが不可欠であると考えております。かかる方針のもと、原薬コスト低減への取り組みや開発体制

の強化に加え、先にも述べましたとおり、子会社日本薬品工業株式会社つくば工場の全面免震構造の新

製造棟を竣工するとともに、海外製造の検討を進める等、ジェネリック医薬品事業の更なる効率化、高

品質化を推進しております。販売面でも、営業力強化に加えて、販売チャネルの多角化の一環として、

国内外における他社導出への取り組みを継続強化し、ジェネリック医薬品市場拡大の追い風を着実につ

かんでまいります。 

また、上記 ⅱ)、ⅲ)のミッションについても、関連する臨床試験や臨床研究を積極的に推進し、将来

の更なる成長への布石を着実に実行してまいります。 

営業面では、流通卸・保険薬局チェーンとの連携を強め、より一層の安定供給の確保を図ってまいり

ます。また、引き続き重点得意先に注力し、顧客ニーズを踏まえた営業戦略を浸透させてまいります。 

当社は、今後更にジェネリック医薬品の市場拡大が予想されるDPC病院への取り組みを営業戦略上の強

化分野として位置付けておりますが、特に抗がん剤領域への取り組みについては、昨年 10 月のオンコロ

ジー推進室の設置により、専門性の高い情報発信力を以てDPC病院に訴求する体制を整えました。今後は

この取り組みを軌道に乗せてDPC病院での実績の拡大を図り、ひいては病院周辺の保険薬局や診療所への

ジェネリック医薬品の波及も視野に入れ、取り組み推進を加速してまいります。 

ウラリットに関しましては、高尿酸血症領域と腎疾患領域で実施している研究活動の成果を販売実績

の拡大に結び付けるべく、効率的な普及活動に取り組んでまいります。 

ジェネリック医薬品の研究開発では、引き続き自社開発品を中心とした品揃えを進めてまいります。 

また、新薬の研究開発では、｢NC-2500」の改良製剤でのフェーズⅠ試験実施に向けた準備を行うとと

もに、欧州の開発ベンチャー企業に導出済みの「NC-2400」に続く新たな品目の導出を推進してまいりま

す。 

海外展開に関しましては、韓国に続いて、中国、ASEAN諸国を中心にアジア各国への展開を更に進めて

まいります。 

これらに加えて、今後とも全事業分野において経営の合理化・効率化を徹底し、企業価値の拡大を図

ることで、市場のご期待に応えられる企業を目指して一層の経営努力を図ってまいる所存です。 

 

 

以上により平成 27 年 3 月期連結会計年度については、売上高 35,300 百万円（前期比 10.7％増）、営

業利益 2,600 百万円（同 21.9％減）、経常利益 2,450 百万円（同 23.6％減）、当期純利益 1,500 百万円（同

20.5％減）の見込みであります。 
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(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産 

流動資産は前連結会計年度末に比べて 9.9％増加し、23,800 百万円となりました。これは、主に

信託受益権等の現金化留保により、受取手形及び売掛金が 1,431 百万円増加したことなどによるもの

です。（なお、現金及び預金の詳しい内容につきましては 17 ページの連結キャッシュ・フロー計算書

をご参照ください。） 

固定資産は前連結会計年度末に比べ 17.9％増加し、16,302 百万円となりました。これは、建物及

び機械装置の取得に伴う増加 2,305 百万円などによります。 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて 13.0％増加し、40,106 百万円となりました。 

(ロ)負債 

流動負債は前連結会計年度末に比べて 17.4％増加し、15,008 百万円となりました。これは、支払

手形及び買掛金が 55.6％増加し、6,834 百万円となったことなどによります。 

固定負債は前連結会計年度末に比べて 12.6％増加し、11,596 百万円となりました。これは、主に

設備投資に伴う長期借入金の増加によります。 

(ハ)純資産 

純資産合計は前連結会計年度末に比べて 8.8％増加し、13,501 百万円となりました。これは当期

純利益を 1,887 百万円計上したことなどによるものです。 

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、営業活動により 1,892 百万円増加いた

しました。また投資活動においては 2,499 百万円の減少、財務活動においては 205 百万円の減少となり

ました。 

この結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は 5,563 百万円（前期

比 12.7％減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、営業活動による資金は法人税等の支払並びに売上債権及びたな卸資産の

増加があったものの、税金等調整前当期純利益の計上や仕入債務の増加などにより、1,892 百万円の

増加（前連結会計年度は 1,912 百万円の増加）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、投資活動による資金は主に固定資産の取得により 2,499 百万円の減少（前

連結会計年度は 1,422 百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において、財務活動による資金は設備投資に伴う長期借入れがあったものの、長期

借入金の返済及び自己株式の取得などがあり、205 百万円の減少（前連結会計年度は 713 百万円の減

少）となりました。 
 
③  キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 22年3月期 22年3月期 24年3月期 25年3月期 26年3月期

自己資本比率 23.9％ 29.1％ 30.3％ 34.9％ 33.6％

時価ベースの自己資本比率 33.5％ 36.2％ 55.4％ 71.0％ 52.2％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 4.7年 3.0年 3.8年 3.2年 3.3年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 10.5 15.8 14.0 18.3 19.9 

自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
1. いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
2. 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
3. キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フロー(利息の支払額及び法人税等の支払額控除前)を使用してお

ります。 
4. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 
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(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の 重要政策の一つとして位置付けており、今後予想さ

れる業界の競争激化に備え、経営全般の効率化による収益力の向上と財務体質の強化を図るとともに、

安定的な配当を行うことを基本としております。 

内部留保につきましては、主に研究開発、生産設備の増強等、事業活動の拡大並びに経営基盤の強化

に活用してまいります。 

この方針のもと、当期の配当につきましては 1株当たり 10 円を予定しております。 

また次期の配当につきましては、1株当たり期末配当金 10 円を予定しております。 

 

(４) 事業等のリスク 

当社及び当社グループの事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

（法規制等に関するリスク） 

当社グループの事業は、主に薬事法関連法規等に服しており、それら規制に基づく製品の回収や製 

造あるいは販売中止等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。また、医療政策及び保険制度 

の動向により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（医薬品の副作用・品質に関するリスク） 

市販後の予期せぬ副作用の発生、製品に不純物が混入する等の事故により、製品の回収又は製造、

あるいは販売中止を余儀なくされる可能性があります。その場合、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（原材料・商品の仕入に関するリスク） 

仕入先会社及び製造国において、規制上の問題又は火災、地震その他の災害及び輸送途中の事故等

により、原材料及び商品の仕入が不可能となった場合、製品の製造及び供給が停止し、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（製造の遅滞又は休止に関するリスク） 

技術的もしくは規制上の問題、又は火災、地震その他の災害により、製品を製造する製造施設にお

いて操業停止又は混乱が発生した場合、当該製品の供給が停止し、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

（医薬品の研究開発に関するリスク） 

研究開発が計画どおり進行せず、新製品の発売が遅れる可能性があります。また、臨床試験で新薬

の候補品が期待どおりの効果を得られなかった場合や、安全性が危惧される結果となった場合、開発

期間の延長、開発の中断あるいは中止する場合があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

（訴訟等に関するリスク） 

当社グループが継続して事業活動を行う過程において、製造物責任、環境、労務、その他の事項に

関する訴訟を提起され、又は、当社グループは新薬に加え、ジェネリック医薬品を販売していること

から、先発医薬品メーカーから特許訴訟を提起される可能性があります。 

（金融市況に関するリスク） 

株式市況の低迷により保有する株式の売却損や評価損が生じ、また、金利動向により退職給付債務

の増加等が生じる可能性があります。 
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２.企業集団の状況 
 

当社グループは、当社と連結子会社 3社及び関連会社 1社の 5社で構成されており、医療用医薬品を

中核として、医療・健康・美容関連事業を行っております。 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、当社グループを構成している各社の事業に係る位置付け

の概要及びセグメントとの関係は次のとおりであり、セグメントと同一の区分であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製品の販売及び 

受託サービスの提供 

製
品
の
販
売 

製品の販売 

医薬品事業 

 
【医療用医薬品関連】 

○日本薬品工業㈱ 
※ジャパンソファルシム㈱          

当 社     

○ 連結子会社 

※持分法適用関連会社 

原料・製品
の供給 

その他の取引 

その他 

【健康・美容関連】 

○シャプロ㈱ 
（休眠会社） 

得 意 先           

【安全性試験の受託等】 

○㈱化合物安全性研究所

ヘルスケア

不動産賃貸 
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３．経営方針 

(１) 経営の基本方針 

当社グループは「医療・福祉・健康関連分野で、医薬品を中核としたトータルヘルスケアを提案し、

人々の健康で豊かな生活に貢献する」ことを経営理念とし、国内外において存在価値のある企業グルー

プとして発展することを目指しております。 

 

(２) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

平成 25 年 4月に厚生労働省から後発医薬品の更なる使用促進のためのロードマップが公表され、ジ

ェネリック医薬品市場は数量ベースではさらに拡大することが見込まれます。 

このような状況の中、中期経営計画「Go Forward -その先へ-」の 終年度となる平成 26 年度は、こ

れまで取り組んできた課題を解決し、将来の利益、発展に向けた取り組みを進展させて成果をつかむと

ともに、更なるコスト競争力、収益力の強化を図ることで、当社グループを確かな成長軌道に乗せる起

点とします。当社グループは中長期の成長戦略として、ⅰ)ジェネリック医薬品市場におけるプレゼン

スの確立、ⅱ)ウラリットを核として高尿酸血症領域でフロントランナーを目指す、ⅲ)自社開発創薬に

よる業容拡大への更なる取り組み強化を図るという 3つのミッションを掲げており、第 1のミッション

の開発面では、タイムリーな上市と積極的な特許戦略により他社競争優位性を確立するとともに、原薬

価格低減によるコスト削減を図ります。製造面では確かな品質保証体制のもと、本年 3月に竣工した日

本薬品工業株式会社つくば工場新製造棟での効率的生産体制を確立するとともに、海外での製造委託を

推進してまいります。販売面では、重点・育成得意先への多品目採用、新規口座の獲得、国内外での新

規販売チャネル開拓に取り組み、市場成長を上回る売上伸長を達成します。 

なお、当社グループは以下の項目を経営課題として取り組むことで、当社独自の競争優位性を現実の

ものとし、企業価値の 大化を目指しております。 
 

① ジェネリック医薬品の成長戦略の更なる推進 

病院を中心に選定した重点・育成得意先に対して訪問を強化し、ニーズに合った的確な情報を

スピーディに提供することで、情報提供力№1メーカーを実現します。加えて、大学・基幹病院へ

の主力内服薬と抗がん剤の採用による相乗効果により、採用品目数アップと 1 軒あたり売上の

大化を図ります。 

② ジェネリック医薬品の開発戦略 

自社主導共同開発の推進により販売チャネルの拡大と開発費の低減を図り、グループ利益の

大化に貢献します。また積極的な知財戦略により、競争優位性のある製品をタイムリーに供給で

きる体制を整えてまいります。 

③ ウラリットに対する施策 

腎臓内科領域での臨床研究の成果を処方拡大に繋げるために、専門医への訪問強化と情報提供

の充実を図り、新たなプロモーションの準備を進めてまいります。 

④ 創薬研究、開発戦略 

創薬研究において、産学連携や公的資金、海外創薬CROへのアウトソーシングなどの活用により

スピードアップと効率化を図り、高尿酸結症痛風領域を中心に継続的に医薬品候補化合物を創製

する体制を構築します。 

⑤ 海外戦略 

戦略商品のアジア展開による輸出の確保・拡充を図り、アジア市場での当社ブランドの構築を

目指します。また、製造委託を始め低価格の原薬調達とあわせて、コスト競争力の源泉としてア

ジアのリソースを活用してまいります。 

⑥ 臨床検査薬事業部の事業戦略の推進 

アレルギー検査薬「オリトンIgE『ケミファ』」の採用品目数の拡大により、アレルギー特異IgE

測定装置「DiaPack3000」の新規施設への納入を推進するとともに、海外での展開を本格化し、売

上増大を図ります。さらに、「HbA1c分析計」の既存優良顧客の維持と新規施設へ開拓に注力しま

す。 

⑦ 品質保証体制の強化、製品安定供給とコスト低減 

「信頼できるジェネリック医薬品」の普及に貢献するため、日本薬品工業株式会社と連携して

国内外の製剤及び原薬製造所への査察を強化し、自社製販品と導入品の品質を確保します。また

ジェネリック医薬品の更なる販売量増加に対し、原材料、仕入商品を確保し、製品の安定供給を
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実現するとともに、適正在庫管理の徹底、仕入価格低減及びロットサイズの見直しによりコスト

の低減を図ります。 
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 (５) 連結財務諸表に関する注記事項 

[継続企業の前提に関する注記] 

該当事項はありません。 

 
 
[連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数    ……3社 

会 社 名      ……日本薬品工業㈱、㈱化合物安全性研究所、シャプロ㈱ 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数……1社 

会 社 名      ……ジャパンソファルシム㈱ 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの ……移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

(2)減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用

しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年 3月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取 

引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3)繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

(4)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

連結会計年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。 

③返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 

④販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計

上しております。 
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(5)退職給付に係る会計処理の方法 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法 

については、期間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11 年)による定額 

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(11 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

③小規模企業等における簡便法の採用 

連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に簡便法を適用しております。 

(6)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

③ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引

は行っておりません。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略してお

ります。 

(7)のれんの償却方法及び償却期間 

5 年間で均等償却しております。 

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

(9)消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 
 
[会計方針の変更] 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度末より「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 25 号 平成 2 4 年 5 月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を適用し（ただし、退職給付

会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から

年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差

異及び未認識過去勤務勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な扱いに従ってお

り、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調

整累計額に加減しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が 959 百万円計上されております。また、

その他の包括利益累計額が 86 百万円減少しております。 

なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 
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[表示方法の変更] 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「自己株式の取得による支出」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとして

おります。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行ってお

ります。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッシュ・

フロー」の「その他」に表示していた△170 百万円は、「自己株式の取得による支出」△4 百万円、「そ

の他」△165 百万円として組み替えております。 

  

 

[連結貸借対照表関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．受 取手形割 引高 688 百万円  652 百万円

  

２．土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)に基づき、事業用土地の再評価を行い、再

評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第2条第4号に基づいて算定してお

ります。なお、減損損失の計上に伴い、土地再評価差額金を57百万円取崩しております。 

 前連結会計年度 当連結会計年度

再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 平成 12 年 3月 31 日

再評価を行った土地の期末における 
時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△ 1,436 百万円 △ 1,393 百万円

 

上記の時価と再評価
後の帳簿価額との差額
のうち、賃貸等不動産
に関するものについて
は、△225 百万円含ま 
れております。 

上記の時価と再評価
後の帳簿価額との差額
のうち、賃貸等不動産
に関するものについて
は、△235 百万円含ま 
れております。 

 

３．受取手形及び売掛金 

 前連結会計年度 当連結会計年度
連結貸借対照表に計上した受取手形及び売掛金
のうち、信託受益権等を設定した上で現金化を
留保している金額 

2,997 百万円 3,588 百万円

 

 

[連結損益計算書関係] 

 前連結会計年度  当連結会計年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  

   広 告 宣 伝 費 243 百万円  267 百万円

   販 売 促 進 費 3,687 百万円  4,112 百万円

   旅 費及び交 通費 493 百万円  509 百万円

   給 料 3,601 百万円  3,603 百万円

   支 払 手 数 料 875 百万円  931 百万円

   研 究 開 発 費 1,936 百万円  1,668 百万円

  

２．一般管理費に含まれる研究開発費の総額 1,936 百万円  1,668 百万円
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３．減損損失 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

当社グループは、事業用資産については各社の事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休 

資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

 研究施設における廃棄予定資産、今後の使用見込みがなくなった厚生施設及び遊休資産について 

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に 95 百万円計上して 

おります。減損損失の内訳は、建物及び構築物 89 百万円、機械装置 4百万円、工具、器具及び備 

品 0百万円、土地 0百万円であります。 

廃棄予定資産及び遊休資産(厚生施設)の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将 

来キャッシュ・フローが見込めないため零としております。遊休資産(土地)の回収可能価額は不動 

産鑑定評価に基づく正味売却価額により評価しております。 

用途 種類 金額 場所 

廃棄予定資産 
（研究施設） 

建物及び構築物 
機械装置 
工具、器具及び備品 

73 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 
（厚生施設） 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 

21 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 土地 0 百万円 千葉県安房郡 

 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 

当社グループは、事業用資産については各社の事業別に資産のグルーピングを行い、また、遊休 

資産については個別の物件ごとにグルーピングを行っております。 

 閉鎖を予定している、または今後の使用見込みがなくなった厚生施設及び研究施設について帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に 147 百万円計上しており

ます。減損損失の内訳は、建物及び構築物 58 百万円、工具、器具及び備品 0百万円、土地 89 百万

円であります。 

当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により算定しており、土地については相続税評

価額等を基礎とした金額により、その他の固定資産については備忘価額により評価しております。 

用途 種類 金額 場所 

閉鎖予定資産 
（厚生施設） 

建物及び構築物 
工具、器具及び備品 
土地 

137 百万円 埼玉県富士見市 

遊休資産 
（研究施設） 建物及び構築物 7 百万円 埼玉県三郷市 

遊休資産 
（厚生施設） 建物 2 百万円 埼玉県三郷市 

 

 

[連結包括利益計算書関係] 

１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  前連結会計年度  当連結会計年度

その他有価証券評価差額金 

当期発生額 338 百万円 312 百万円

組替調整額 ― ―

   税効果調整前 338 百万円
△ 66 百万円

312 百万円
△ 104 百万円   税効果額 

   その他有価証券評価差額金 272 百万円 208 百万円

  その他の包括利益合計 272 百万円 208 百万円
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 [連結株主資本等変動計算書関係] 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,614,205 ― ― 42,614,205 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,541,997 54,363 2,548 1,593,812 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                          9,800 株 

持分法適用関連会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分    44,563 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少                 2,548 株 

 
３．新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
 当連結会計年度末残高

(百万円) 

提出会社 

平成 20 年ストック・オプション
としての新株予約権 

5 

平成 23 年ストック・オプション
としての新株予約権 

3 

合計 9 

(注)平成 23 年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 
４．配当に関する事項 
 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金 
の総額 

(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 24 年 6月 28 日 
定時株主総会 

普通株式 207 5.00 平成 24 年 3月 31 日 平成 24 年 6月 29 日

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 25年 6月 27 日 
定時株主総会 

普通株式 
利益 
剰余金 

413 10.00 
平成 25 年 
3 月 31 日 

平成 25 年 
6 月 28 日 
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当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 
 
１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 42,614,205 ― ― 42,614,205 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,593,812 988,900 4,500 2,578,212 

 （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 平成 26 年 1 月 31 日の取締役会の決議による自己株式の取得     975,000 株 

単元未満株式の買取りによる増加                  5,095 株 

持分法適用関連会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分    8,805 株 
 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストック・オプションの権利行使による減少            4,000 株 

単元未満株式の買増請求による減少                  500 株 
 
３．新株予約権等に関する事項 

会社名 内訳 
 当連結会計年度末残高

(百万円) 

提出会社 

平成 20 年ストック・オプション
としての新株予約権 

4 

平成 23 年ストック・オプション
としての新株予約権 

5 

合計 10 

(注)平成 23 年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
 
４．配当に関する事項 
 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金 
の総額 

(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成 25 年 6月 27 日 
定時株主総会 

普通株式 413 10.00 平成 25 年 3月 31 日 平成 25 年 6月 28 日

 
(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当の 
原資 

配当金 
の総額 
(百万円) 

1 株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成 26年 6月 27 日 
定時株主総会予定 

普通株式 
利益 
剰余金 

404 10.00 
平成 26 年 
3 月 31 日 

平成 26 年 
6 月 30 日 

 

 

 

[連結キャッシュ・フロー計算書関係] 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前連結会計年度  当連結会計年度

現 金 及 び 預 金 勘 定 6,483 百万円  5,667 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 108 百万円  △ 104 百万円

現金及び現金同等物 6,375 百万円  5,563 百万円
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① セグメント情報等 

１．セグメント情報 
(1)報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、 
経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま 
す。 
 当社は、本社に事業本部を置き、当該事業本部は取り扱う製品について包括的な戦略を立案し、事業 
活動を展開しております。 

   従って、当社は事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「医薬品事業」を報告セグメン 
トとしております。 
なお、「医薬品事業」は医療用医薬品の製造・販売を主に行っております。 

 
(2)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における記載と概ね同一であります。 
 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

   セグメント間の内部売上高又は振替高は、市場実勢価格に基づいております。 
 

(3)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 
 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 

調整額 
(注)2 

連結財務諸表

計上額(注)3 医薬品事業 

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 30,864 1,079 31,944 ― 31,944
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

18 101 119  △ 119 ―

計 30,883 1,180 32,063  △ 119 31,944

セグメント利益又は損失(△) 3,947 △ 73 3,873 ― 3,873

セグメント資産 28,708 2,214 30,923 4,565 35,488

その他の項目 
 減価償却費 
 のれんの償却額 
 特別損失 
 （減損損失） 
 持分法適用会社への投資額 
 有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

763
173
111
94
29

1,145

77
―
―
―

     ―
8

840
173
111
94

     29
1,153

― 
― 
0 
0 

     ― 
― 

840
173
112
95

     29
1,153

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事
業及び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.調整額は、以下のとおりであります。 
(1)セグメント資産の調整額 4,565 百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 4,770 百万円等が

含まれております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。 
(2)特別損失及び減損損失の調整額 0 百万円は、報告セグメントに配分していない遊休資産に係るものであり

ます。 
3.セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント その他 

(注)1 
合計 

調整額 
(注)2 

連結財務諸表

計上額(注)3 医薬品事業 

売 上 高  
外部顧客に対する売上高 30,773 1,119 31,893 ― 31,893
セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

31 105 136  △ 136 ―

計 30,804 1,224 32,029  △ 136 31,893

セグメント利益 3,290 37 3,327 ― 3,327

セグメント資産 33,439 2,071 35,511 4,594 40,106

その他の項目 
 減価償却費 
 のれんの償却額 
 特別損失 
 （減損損失） 
 持分法適用会社への投資額 
 有形固定資産及び無形固定資産の 
増加額 

788
173
151
147
35

3,365

73
―
―
―

     ―
1

862
173
151
147

     35
3,366

― 
― 
― 
― 

     ― 
― 

862
173
151
147

     35
3,366

(注) 1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、安全性試験の受託等、ヘルスケア事
業及び不動産賃貸事業を含んでおります。 

2.セグメント資産の調整額 4,594 百万円には、報告セグメントに配分していない全社資産 4,777 百万円等が含ま
れております。全社資産は、主に当社グループの余資運用資金であります。 

3.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
 

２．関連情報 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

(1)製品及びサービスごとの情報 
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 
 

(2)地域ごとの情報 
①売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しておりま
す。 

②有形固定資産 
    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
 
(3)主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱メディセオ 6,329 医薬品事業 

アルフレッサ㈱ 6,028 医薬品事業 

東邦薬品㈱ 3,484 医薬品事業及びその他 
 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 

(1)製品及びサービスごとの情報 
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。 
 

(2)地域ごとの情報 
①売上高 

     本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の 90％を超えるため、記載を省略しておりま
す。 

②有形固定資産 
    本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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(3)主要な顧客ごとの情報 
(単位：百万円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

㈱メディセオ 6,549 医薬品事業 

アルフレッサ㈱ 6,294 医薬品事業 

東邦薬品㈱ 3,497 医薬品事業及びその他 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
 

４．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日 至 平成 25 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント 

その他 全社・消去 合計 
医薬品事業 

当期末残高 345 ― ― 345

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、 
記載を省略しております。 

 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日 至 平成 26 年 3 月 31 日) 
(単位：百万円) 

 
報告セグメント 

その他 全社・消去 合計 
医薬品事業 

当期末残高 172 ― ― 172

(注) のれん償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、 
記載を省略しております。 

 

５．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報 

該当事項はありません。 
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② リース取引関係 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

前連結会計年度(平成25年3月31日)             (単位：百万円) 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高 
相 当 額 

機械装置及び運搬具 45 37 8 

工具、器具及び備品 10 7 2 

合 計 56 45 10 

当連結会計年度(平成26年3月31日)             (単位：百万円) 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減価償却累計額 
相 当 額 

当期末残高 
相 当 額 

機械装置及び運搬具 6 6 0 

工具、器具及び備品 10 9 0 

合 計 17 15 1 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

 前連結会計年度 当連結会計年度

１ 年 内 8 百万円 1百万円

１ 年 超 2 百万円 ―

合 計 10 百万円 1百万円

(注)未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に占める 
その割合が低いため、支払利子込み法により算出しております。 

 

(3)支払リース料及び減価償却費相当額 

 前連結会計年度 当連結会計年度

支 払 リ ー ス 料 23 百万円 2百万円

減価償却費相当額 23 百万円 2百万円

 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
 
 
ファイナンス・リース取引 
(借主側) 

(1)リース資産の内容 
・有形固定資産 

主として臨床検査薬事業における分析装置であります。 
 

・無形固定資産 
主として当社の基幹システム及び連結子会社の安全性試験システムであります。 

 
(2)リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 
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③ 関連当事者情報 
前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日   至 平成 25 年 3 月 31 日) 

 

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.4%
（被所有）
直接16.8%

商品及び原
材料仕入先

 
役員の兼任

商 品 及 び
原 材 料 の
購入 

1,606 
支払手形
及び 
買掛金 

616

(注) 1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

― 

原材料 
仕入先 

 
役員の兼任

原 材 料 の
購入 

1,052 
支払手形
及び 
買掛金 

360

(注) 1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 
 
 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日   至 平成 26 年 3 月 31 日) 

 

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

（所有）
直接 5.4%
（被所有）
直接17.6%

商品及び原
材料仕入先

 
役員の兼任

商 品 及 び
原 材 料 の
購入 

1,726 
支払手形
及び 
買掛金 

809

(注) 1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 
(単位：百万円) 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 
又は 

出資金 

事 業 の
内 容

議決権等
の所有（被
所有）割合

関連当事者
との関係 

取 引 の
内 容

取引 
金額 

科目 
期末 
残高 

関連会社 
ジャパン 
ソファルシム㈱ 

東京都 
千代田区 

10 
医薬品の
仕入、輸
入販売等

― 

原材料 
仕入先 

 
役員の兼任

原 材 料 の
購入 

1,493 
支払手形
及び 
買掛金 

748

(注) 1.取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

2.仕入その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 
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④ 税効果会計関係 

当連結会計年度(平成 26 年 3 月 31 日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 45 百万円 

未払賞与 237 百万円 

たな卸資産評価損 89 百万円 

貸倒引当金 26 百万円 

販売促進引当金 121 百万円 

連結会社内部利益消去 159 百万円 

退職給付に係る負債 341 百万円 

役員退職慰労引当金 122 百万円 

投資有価証券評価損 69 百万円 

その他 381 百万円 

繰延税金資産小計 1,595 百万円 

評価性引当額 △ 470 百万円 

繰延税金資産合計 1,125 百万円 

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 182 百万円 

土地再評価に係る繰延税金負債 1,360 百万円 

繰延税金負債合計 1,542 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額 △ 416 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下で

あるため注記を省略しております 

 

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

  「所得税法等の一部を改正する法律」が平成 26年 3 月 31 日に公布され、平成 26 年 4月 1日以後に開始

する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、当連結会計年度の繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法廷実効税率は、平成 26 年 4月 1日に開始する連結会計年

度に解消が見込まれる一時差異について、前連結会計年度の 38.0％から 35.6％に変更されております。 

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 37 百万円減少し、当連結会計

年度に計上された法人税等調整額が同額増加しております。
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⑤ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については、主に

銀行借入や社債発行により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避する

ために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

して当社グループでは、各社が取引先ごとに期日管理及び残高管理等を把握する体制となっておりま

す。 

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リスクに関して当社グループ

では、各社が定期的に時価又は発行体の財務状況等を把握する体制となっております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、そのほとんど

が 1年以内の支払期日であります。 

長期借入金及び社債は、主に長期運転資金に係る資金調達であります。また、変動金利の借入金

は、金利の変動リスクに晒されておりますが、支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を

図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。 

営業債務及び借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に

に資金繰計画を作成する方法等により管理しております。 

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 

また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスクを示すものではありません。 

 

(4)信用リスクの集中 

当期の連結決算日現在における営業債権のうち 54.2％（前期は 53.7％）が特定の大口顧客に対す

るものであります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。((注 2)を参照ください。) 

 
前連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                     (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計上額(※) 

時価(※) 差 額 

( 1) 現金及び預金 6,483 6,483  － 

( 2) 受取手形及び売掛金 10,291 10,291  － 

( 3) 投資有価証券 1,570 1,570  － 

( 4) 長期預金 700 616  △  83 

資産計 19,045 18,962  △  83 

( 5) 支払手形及び買掛金 (  4,393) (  4,393) － 

( 6) 短期借入金 (    580) (    580) － 

( 7) 社債 (    735) (    743) △   8 

( 8) 長期借入金 (  9,916) (  9,980) △  63 

負債計 ( 15,624) ( 15,697) △  72 

( 9)デリバティブ取引 － －  － 

(※) 負債に計上されているものについては、（       ）で示している。 

 
当連結会計年度(平成 26年 3月 31日)                     (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計上額(※) 

時価(※) 差 額 

( 1) 現金及び預金 5,667 5,667  － 

( 2) 受取手形及び売掛金 11,722 11,722  － 

( 3) 投資有価証券 1,887 1,887  － 

( 4) 長期預金 700 622  △  77 

資産計 19,978 19,900  △  77 

( 5) 支払手形及び買掛金 (  6,834) (  6,834) － 

( 6) 短期借入金 (    580) (    580) － 

( 7) 社債 (    365) (    368) △   3 

( 8) 長期借入金 ( 11,152) ( 11,155) △   2 

負債計 ( 18,931) ( 18,938) △   6 

( 9)デリバティブ取引 － －  － 

(※) 負債に計上されているものについては、（       ）で示している。 
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(注 1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価

証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。 

(4)長期預金 

これらは金融機関により評価された価格によっており、差額については、「デリバティブ部

分の時価評価額」のみを表しております。この差額は、満期時において損益に与える影響は軽

微であります。 

(5)支払手形及び買掛金、(6)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(7)社債 

社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。 

(8)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップ

の特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に

よっております。 

(9)デリバティブ取引 

「デリバティブ取引」注記を参照ください。 
 

(注 2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

(単位：百万円) 

区分 平成 25年 3月 31日 平成 26年 3月 31日 

非上場株式 74 80  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と 

認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。 
 

(注 3) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区分 1 年以内 1年超 5年以内 5 年 超 10 年 以 内 1 0 年 超 

現金及び預金 6,483 － －  － 

受取手形及び売掛金 10,291 － －  － 

長期預金 － 200 －  500 

合 計 16,774 200 －  500 

当連結会計年度(平成 26年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区分 1 年以内 1年超 5年以内 5 年 超 10 年 以 内 1 0 年 超 

現金及び預金 5,667 － －  － 

受取手形及び売掛金 11,722 － －  － 

長期預金 － 200 －  500 

合 計 17,390 200 －  500 
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(注 4) 社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成 25年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区 分 1 年以内 1年超 2年以内 2年超 3年以内 3年超 4年以内 4年超 5年以内 5 年 超 

短期借入金 580 － － － － －

社債 370 270 95 － － －

長期借入金 2,944 2,153 1,604 2,215 477 521

合 計 3,894 2,423 1,699 2,215 477 521

当連結会計年度(平成 26年 3月 31日)                   (単位：百万円) 

区 分 1 年以内 1年超 2年以内 2年超 3年以内 3年超 4年以内 4年超 5年以内 5 年 超 

短期借入金 580 － － － － －

社債 270 95 － － － －

長期借入金 2,648 2,099 2,770 1,032 1,111 1,490

合 計 3,498 2,194 2,770 1,032 1,111 1,490
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⑥ 有価証券関係 

前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券(平成 25 年 3月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券(平成 25 年 3 月 31 日) 
 (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計 上 額 

取 得 原 価 差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 1,431 1,015 416 

小 計 1,431 1,015 416 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 80 107 △  26 
そ の 他 58 59 △  1 

小 計 139 167 △  27 

合 計 1,570 1,182   388 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成 24 年 4月 1日   至 平成 25 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 

 

４．減損処理を行った有価証券(自 平成 24 年 4月 1日   至 平成 25 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 

 

 

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券(平成 26 年 3月 31 日) 

該当事項はありません。 

 

２．その他有価証券(平成 26 年 3 月 31 日) 
 (単位：百万円) 

区 分 
連結貸借対照表 
計 上 額 

取 得 原 価 差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

   

株 式 1,737 1,027 709 
そ の 他 60 59 1 

小 計 1,797 1,087 710 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

   

株 式 89 99 △  9 

小 計 89 99 △  9 

合 計 1,887 1,186   701 
 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成 25 年 4月 1日   至 平成 26 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 

 

４．減損処理を行った有価証券(自 平成 25 年 4月 1日   至 平成 26 年 3月 31 日) 
該当事項はありません。 
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⑦ デリバティブ取引関係 
前連結会計年度(平成25年3月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
金利関連                                         (単位：百万円) 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
契約額の 
うち 1年超 

時価 

金利スワップ 
の特例処理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 1,480 388 (注）

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて 

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

 

当連結会計年度(平成26年3月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
金利関連                                         (単位：百万円) 

 ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
契約額の 
うち 1年超 

時価 

金利スワップ 
の特例処理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 388 ― (注）

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて 

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
 
 
 
 

⑧ 退職給付関係 

前連結会計年度(自 平成24年4月1日   至 平成25年3月31日) 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

提出会社日本ケミファ㈱については、適格退職年金制度を平成 21 年 10 月 1 日付で確定給付企業年金

制度へ移行しております。 

 

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 
(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成 24 年 3月 31 日現在）  

年金資産の額 414,218 百万円  

年金財政計算上の給付債務の額 459,016 百万円  

差引額 △ 44,797 百万円  

   

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合（平成 25 年 3月 31 日現在） 

 0.9%  

(3) 補足説明   

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 38,602 百万円及び不足金

6,195 百万円の合計額であります。なお、上記(2)の割合は当社グループの実績の負担割合とは一致

いたしておりません。 
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２．退職給付債務に関する事項 

(1)退職給付債務 △4,836 百万円  

(2)年金資産 3,558 百万円  

(3)未積立退職給付債務  (1)+(2) △1,278 百万円  

(4)未認識数理計算上の差異 572 百万円  

(5)未認識過去勤務債務(債務の減額) △ 146 百万円  

(6)連結貸借対照表計上純額  (3)+(4)+(5) △  851 百万円  

(7)退職給付引当金  (6) △  351 百万円  

(注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

(1)勤務費用 404 百万円  

(2)利息費用 77 百万円  

(3)期待運用収益 △   81 百万円  

(4)数理計算上の差異の費用処理額 134 百万円  

(5)過去勤務債務の費用処理額 △   17 百万円  

(6)退職給付費用((1)+(2)+(3)+(4)+(5)) 516 百万円  

(注) 1.勤務費用は厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額を含めて計上しております。 

2.簡便法を採用している一部の連結子会社の退職給付費用は「(1)勤務費用」に計上しております。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2)割引率 1.60％

(3)期待運用収益率 2.50％

(4)数理計算上の差異の処理年数 11 年

(5)過去勤務債務の額の処理年数 11 年

 

 

当連結会計年度(自 平成25年4月1日   至 平成26年3月31日)  

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設け

ているほか、複数事業主制度に係る企業年金制度として厚生年金基金制度に加入しております。また、

従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は

年金を支給しております。退職一時金制度（すべて非積立制度であります）では、給与と勤務期間に基

づいた一時金を支給しております。 

なお、当社及び連結子会社の一部においては、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており

ます。 

 

２．確定給付制度 

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。） 

退職給付債務の期首残高 4,760 百万円  

勤務費用 212 百万円  

利息費用 76 百万円  

数理計算上の差異の発生額 34 百万円  

退職給付の支払額 △ 312 百万円  

退職給付債務の期末残高 4,770 百万円  
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(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。） 

年金資産の期首残高 3,539 百万円  

期待運用収益 88 百万円  

数理計算上の差異の発生額 259 百万円  

事業主からの拠出額 299 百万円  

退職給付の支払額 △ 310 百万円  

年金資産の期末残高 3,876 百万円  

 

(3)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付に係る負債の期首残高 57 百万円  

退職給付費用 10 百万円  

退職給付の支払額   △    2 百万円  

退職給付に係る負債の期末残高 64 百万円  

 

(4)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給

付に係る資産の調整表 

積立型制度の退職給付債務 4,737 百万円  

年金資産 △3,876 百万円  

 861 百万円  

非積立型制度の退職給付債務 98 百万円  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 959 百万円  

   

退職給付に係る負債 959 百万円  

退職給付に係る資産 ―  

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 959 百万円  

(注) 簡便法を適用した制度を含みます。 
 
(5)退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用 212 百万円  

利息費用 76 百万円  

期待運用収益 △   88 百万円  

数理計算上の差異の費用処理額 84 百万円  

過去勤務費用の費用処理額 △   17 百万円  

簡便法で計算した退職給付費用 10 百万円  

確定給付制度に係る退職給付費用 278 百万円  

 

(6)退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。 

未認識過去勤務費用 △ 128 百万円  

未認識数理計算上の差異 263 百万円  

合計 134 百万円  

 
(7)年金資産に関する事項 
①年金資産の主な内訳 
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

株式 43％  

債券 27％  

一般勘定 22％  

その他 8％  

合計 100％  

②長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 
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(8)数理計算上の計算基礎に関する事項 

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率       1.6％ 
   長期期待運用収益率 2.5％ 

 

３．複数事業主制度 

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度であり、確定拠出制度と

同様に会計処理しております。確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の厚生年金制度への

要拠出額は、171 百万円であります。 
 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成 25 年 3月 31 日現在）  

年金資産の額 465,229 百万円  

年金財政計算上の給付債務の額 497,125 百万円  

差引額 △ 31,895 百万円  

   

(2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合（平成 26 年 3月 31 日現在） 

 0.9%  

(3) 補足説明   

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高 49,513 百万円及び不足金

17,618 百万円の合計額であります。なお、上記(2)の割合は当社グループの実績の負担割合とは一

致しておりません。 
 
 
 
 
⑨ ストック・オプション等関係 

１．費用計上額及び科目名 

(単位：百万円) 
 前連結会計年度 当連結会計年度
販売費及び一般管理費の
株式報酬費用 

1 2 

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役     6 名 
当社従業員     8 名 

株式の種類及び付与数 普通株式 41,000 株 

付与日 平成 20 年 8月 4 日 

権利確定条件 
付与日(平成 20 年 8 月 4 日)から権利確定日(平成 23 年 8 月 4 日)
までの継続勤務。ただし、役員が任期満了により退任した場合、
または従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。 

対象勤務期間 平成 20 年 8月 4日～平成 23 年 8月 4日 

権利行使期間 平成 23 年 8月 5日～平成 26 年 8月 4日 
 

会社名 提出会社 

決議年月日 平成 23 年 6月 29 日 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役      6 名 
当社執行役員     5 名 

株式の種類及び付与数 普通株式 72,000 株 

付与日 平成 23 年 8月 2 日 

権利確定条件 
付与日(平成 23 年 8 月 2 日)から権利確定日(平成 26 年 8 月 2 日)
までの継続勤務。ただし、役員が任期満了により退任した場合、
または従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。 

対象勤務期間 平成 23 年 8月 2日～平成 26 年 8月 2日 

権利行使期間 平成 26 年 8月 3日～平成 29 年 8月 2日 

日本ケミファ㈱（4539）平成26年3月期 決算短信

39



 

 
 

 

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度（平成 26 年 3 月 31 日）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 
 

①ストック・オプションの数 

前連結会計年度(自 平成 24 年 4 月 1日   至 平成 25 年 3 月 31 日) 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利確定前 (株) 

期首 － 72,000 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 － 72,000 

権利確定後 (株)   

期首 38,000 － 

権利確定 － － 

権利行使 － － 

失効 － － 

未行使残 38,000 － 
 

当連結会計年度(自 平成 25 年 4 月 1日   至 平成 26 年 3 月 31 日) 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利確定前 (株) 

期首 － 72,000 

付与 － － 

失効 － － 

権利確定 － － 

未確定残 － 72,000 

権利確定後 (株)   

期首 38,000 － 

権利確定 － － 

権利行使 4,000 － 

失効 － － 

未行使残 34,000 － 

 

②単価情報 

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成 20 年 6月 27 日 平成 23 年 6月 29 日 

権利行使価額   (円) 516 332 

行使時平均株価 (円) 519 － 

公正な評価単価 
(付与日)    (円) 146 85 

 

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 
将来の失効数の合理的な見積が困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。 
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⑩ 賃貸等不動産関係 
前連結会計年度(自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日) 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。平成 25 年 3 月期における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 25 百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計

上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 (単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末 
の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

744 △ 9 735 558 
 
(注) 1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

2.当期連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評 

価書等に基づく金額、その他物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映していると 

考えられる指標に基づいて自社で算定した金額であります。 

 

 

当連結会計年度(自 平成25年4月1日 至 平成26年3月31日) 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東京都その他の地域において、賃貸施設等を有しております。平成 26 年 3 月期における当

該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 25 百万円（主な賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計

上）であります。 

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであります。 

 (単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末 
の時価 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高 

735 △ 12 723 542 
 
(注) 1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

2.当期連結会計年度末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指

標に基づいて自社で算定した金額であります。 
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⑪ 1 株当たり情報 
 前連結会計年度  当連結会計年度

１株当たり純資産額 302 円 28 銭  336 円 97 銭

１株当たり当期純利益金額 51 円 77 銭  46 円 20 銭

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額 51 円 75 銭  46 円 17 銭
 

(注) 1.「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第

37 項に定める経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当連結会計年度の 1株当たり純資産額が、2円 16 銭減少しております。 

2.1 株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 
 

 前連結会計年度  当連結会計年度

1株当たり当期純利益金額   

当期純利益 2,125 百万円  1,887 百万円

普通株主に帰属しない金額 －  －

普通株式に係る当期純利益 2,125 百万円  1,887 百万円

普通株式の期中平均株式数 41,055 千株  40,852 千株

潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額 －  －

 普通株式増加数 18,948 株  24,112 株

 （うち新株予約権） 18,948 株  24,112 株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後 1株当たり当期純利益金額の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要 

 
潜在株式の種類   新株予約権 
 
潜在株式の数          38 個 

 

 

  
新株予約権

 
34 個

 
 
 
 

⑫ 重要な後発事象 
 
該当事項はありません。 
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(４) 個別財務諸表に関する注記事項 
[継続企業の前提に関する注記] 

該当事項はありません。 

 
[重要な会計方針] 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの……決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用

しております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

なお、リース取引開始日が平成 20 年 3月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 
 

４．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

事業年度末の債権に対する貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

           退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11 年)による定額     

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(11 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。   

(3)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規による支払見込相当額を計上しております。 

(4)返品調整引当金 

返品による損失に備えるため、法人税法に定める限度相当額を計上しております。 
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(5)販売促進引当金 

販売した製品・商品に対する将来の販売促進費の支出に備えるため、直近の実績を基礎にして計上

しております。 
 

５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、特例処理によっております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

金利の変動によるリスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機的な取引は

行っておりません。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しており

ます。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1)退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。  

(2)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 
[表示方法の変更] 

１． 当社は特例財務諸表提出会社に該当し、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書については、

財務諸表等規則第 127 条第 1項に定める様式に基づいて作成しております。 

また、財務諸表等規則第 127 条第 2 項に掲げる第 5 号の注記については、同号の会社計算規則に掲げる

事項の注記に変更しております。 

 

２． 以下の事項について、記載を省略しております。 

(1)財務諸表等規則第 42 条に定める事業用土地の再評価に関する注記については、同条第 3項により記載

を省略しております。 

(2)財務諸表等規則第 95 条の 3の 2に定める減損損失の注記については、同条第 2項により記載を省略し

ております。 

(3)財務諸表等規則第 107 条に定める自己株式に関する注記については、同条第 2 項により記載を省略し

ております。 

(4)財務諸表等規則第 8 条の 6 に定めるリース取引に関する注記については、同条第 4 項により記載を省

略しております。 

(5)財務諸表等規則第 68 条の 4に定める 1株当たり純資産額の注記については、同条第 3項により記載を

省略しております。 

(6)財務諸表等規則第 95 条の 5の 2に定める 1株当たり当期純利益金額に関する注記については、同条第

3項により記載を省略しております。 

(7)財務諸表等規則第95条の5の 3に定める潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に関する注記につ

いては、同条第 4項により記載を省略しております。   
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[貸借対照表関係] 

 U前事業年度  U当事業年度

１．受 取 手 形 割 引 高 688 百万円  652 百万円

  

２．会社が発行する株式 普通株式 154,000,000 株 普通株式 154,000,000株

    発 行 済 株 式 総 数 普通株式 42,614,205 株 普通株式 42,614,205 株

    自 己 株 式 数 普通株式 1,220,096 株 普通株式 2,195,691 株

  

３．関係会社に対する資産及び負債（区分表示されたものを除く） 

    短 期 金 銭 債 権 111 百万円  86 百万円

    短 期 金 銭 債 務 2,239 百万円  3,304 百万円

 

４．売掛金 

 U前事業年度 U当事業年度
貸借対照表に計上した売掛金のうち、
信託受益権等を設定した上で現金化
を留保している金額 

2,997 百万円 3,588 百万円

 

[損益計算書関係] 

 U前事業年度  U当事業年度

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  

販 売 促 進 費 3,646 百万円  4,063 百万円

    広 告 宣 伝 費 227 百万円  265 百万円

     役 員 報 酬 146 百万円  156 百万円

     給 料 及 び 手 当 3,762 百万円  3,787 百万円

     役員退職慰労引当金繰入額 59 百万円  24 百万円

    旅 費 及 び 交 通 費 480 百万円  500 百万円

    事 業 所 税 5 百万円  5 百万円

減 価 償 却 費 197 百万円  191 百万円

     研 究 開 発 費 1,783 百万円  1,639 百万円

支 払 手 数 料 836 百万円  899 百万円
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[有価証券関係] 

前事業年度(平成 25 年 3月 31 日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 
 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

(1)子会社株式 4,948 

(2)関連会社 0 

合 計 4,948 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります 

 

 

当事業年度(平成 26 年 3月 31 日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 
 

(単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

(1)子会社株式 4,948 

(2)関連会社 0 

合 計 4,948 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります。 
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[税効果会計関係] 

 

当事業年度(平成 26 年 3月 31 日) 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産)  

未払事業税 26 百万円 

未払賞与 181 百万円 

たな卸資産評価損 75 百万円 

貸倒引当金 21 百万円 

販売促進引当金 119 百万円 

退職給付引当金 188 百万円 

役員退職慰労引当金 101 百万円 

減損損失 85 百万円 

投資有価証券評価損 69 百万円 

その他 182 百万円 

繰延税金資産小計 1,051 百万円 

評価性引当額 △ 295 百万円 

繰延税金資産合計 756 百万円 

  

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 171 百万円 

土地再評価に係る繰延税金負債 1,360 百万円 

繰延税金負債合計 1,532 百万円 

繰延税金資産(負債(△))の純額 △ 775 百万円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下

であるため注記を省略しております。 

 

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

  「所得税法等の一部を改正する法律」が平成 26 年 3 月 31 日に公布され、平成 26 年 4月 1日以後に開 

始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金 

資産及び繰延税金負債の計算に使用した法廷実効税率は、平成 26 年 4月 1日に開始する事業年度に解消 

が見込まれる一時差異について、前事業年度の 38.0％から 35.6％に変更されております。 

  その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 31 百万円減少し、当事業年 

度に計上された法人税等調整額が同額増加しております。 

 
[重要な後発事象] 
 

該当事項はありません。 
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U６．役員の異動 
(１) 代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

(２) その他の役員の異動 

該当事項はありません。 
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